
Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

3

3

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

主な相談内容

・ 新型コロナによる生活への影響に関すること

・ 土地問題に関すること

・ 離婚に関すること

・ 空き家に関すること 等

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

□

□

■

委託料 37

負担金 61

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

一般財源 1,1271,298

会計年度任用職員報酬・手当 1,006

需用費 136

通信運搬費 4

1,322 1,343 2,513 2,485

その他特財

569 134 123 114 114

受益者負担
内
　
訳

国庫支出金

県支出金 117

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 1,2441,867 1,456 1,466 2,627 2,599 主な歳出の内訳

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

相談を受けての助言や指導、関係機関との連携により解決の一助となった。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

説明（算式等） 達成率

Ｒ2目標

実績 9,73811,109 11,975 9,667 9,031 9,034
－

成
果
指
標

指標名称 案内・受付・相談件数（件）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

説明（算式等） 達成率

Ｒ2計画

実績 243243 243 244 244 244
－

活
動
指
標

指標名称 市民相談室窓口開所延べ日数（日）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

－
説明（算式等） 達成率

Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績

その他　（

対
象
指
標

指標名称 ―
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

市民の日常生活上の問題を解決するために最適な方法を示す。　来庁
者の要求に応じた円滑な案内業務。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

（期限の定めの無い事業）

目
的

市民の相談、苦情等の解決を促進するため、面談・電話により対応を行
う。　来庁者の利便を図るため、行先案内等を行う。

事
業
内
容

市民の日常生活上の様々な困りごと、悩みの相談に応じると共に、対応
する相談窓口の紹介を行うなど解決の手助けを行う。また、来庁者や電
話等の問い合わせに応じた担当部署への案内、連絡等を行う。

対
象

新庄市民

01-020114-0100

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～

説明事業

法令根拠

条例・要綱等

予算・事務事業名 一般会計 ２款１項１４目 市民相談事業費 予算コード

施策名 家庭生活を支えていくシステムづくり 内線 125

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

担当課 市民課

政策名 ともに支え合い、安心して暮らせる地域をつくる 担当者 板垣　秀男

統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

事務事業名 市民相談案内事業 事務事業コード 233-101-31
総
合
計
画

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他 施策体系外事業

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

233-101-31(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

3

3

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

主な相談内容 主な啓発活動

・ 通信販売（インターネット通販）トラブル ・ 老人クラブでの出前講座

・ 訪問販売トラブル ・ ゆめりあ「花と緑の交流広場」でのパネル展示

・ 電話勧誘販売トラブル ・ 消費生活センターニュースの発行（全戸回覧）

・ 送りつけ商法トラブル

・ 多重債務問題 等

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

□

□

■

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他 施策体系外事業

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

事務事業名 消費生活推進事業 事務事業コード 233-102-31
総
合
計
画

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち 担当課 市民課

政策名 ともに支え合い、安心して暮らせる地域をつくる 担当者 板垣　秀男

施策名 家庭生活を支えていくシステムづくり 内線 125

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠 消費者安全法

条例・要綱等

予算・事務事業名 一般会計 2款１項13目 消費者行政推進事業費 予算コード 01-020113-0200

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

消費者トラブルの未然防止、被害者の相談及び啓発活動を行うことによ
り健全な消費生活の確立をめざす。

事
業
内
容

消費者トラブルの未然防止活動として、出前講座やパネル展示などの
啓発活動、広報紙等を活用した情報提供、消費生活センターニュース
の発行（季刊）を行う。併せて、任意団体である新庄市消費者の会と連
携した啓発活動を行う。
また、消費者からの相談に対応し、消費者トラブルによる被害の回復、
商品等への苦情処理などを行う。対

象

新庄市民

目
指
す

状
態

消費者トラブルの未然防止に係る啓発活動等を通して健全な消費生活
の確立に努めるとともに、生じてしまった被害の回復を目指す。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称 ―
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績
－

説明（算式等） 達成率
活
動
指
標

指標名称 消費者相談窓口開所日数(日)
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2計画

実績 243243 243 244 244 244
－

説明（算式等） 達成率
成
果
指
標

指標名称 消費者相談件数（件）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2目標

実績 119286 185 152 191 143
－

説明（算式等） 達成率

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

啓発活動により消費者トラブルの減少に繋げるとともに、生じた被害を最小限にすることができた。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 1,0052,365 776 1,282 1,574 1,574 主な歳出の内訳

内
　
訳

国庫支出金

県支出金 1,604 500

受益者負担

776 782 1,574 1,574

その他特財

会計年度任用職員報酬・手当 1,005

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

一般財源 1,005761

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

233-102-31(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

6

2

1

○ ● ○ ○ ●

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

□

□

■

個人番号通知書・個人番号カード関連事務の委任に係る交付金 15,220

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

一般財源 -1,996-4,341

システム改修業務委託料 3,520

住民基本台帳ネットワークシステム等保守業務委託料 2,281

住民基本台帳ネットワークシステム等機器借上げ料 2,187

-4,378 -3,843 -3,715 -2,013

その他特財 373190 192 192 247 284

6,8017,897 8,695 8,089 7,734 7,121受益者負担
内
　
訳

国庫支出金 18,73211,797 5,479 6,105 7,202 4,746

県支出金

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 23,91015,543 9,988 10,543 11,468 10,138 主な歳出の内訳

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

住民基本台帳法、関係法規及び事務処理要領に基づき、適正な事務処理を行うことができた。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

説明（算式等） 達成率

Ｒ2目標

実績
－

成
果
指
標

指標名称 ―
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

説明（算式等） 達成率

Ｒ2計画

実績 31,59236,597 36,424 35,046 35,891 33,728
－

活
動
指
標

指標名称
住民異動届の受付及び各種証明書の交
付等(件）

年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

－
説明（算式等） 達成率

Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 34,52437,407 36,833 36,463 36,028 35,465

その他　（

対
象
指
標

指標名称 住民基本台帳人口
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

住民基本台帳及び関係帳簿を正確・適正に整備する。 実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

（期限の定めの無い事業）

目
的

住民の居住関係の公証、選挙人名簿の登録その他の住民に関する事
務の処理の基礎とするとともに住民の住所に関する届出等の簡素化を
図り、あわせて住民に関する記録の適正な管理を図る。 事

業
内
容

異動にかかる届出を受理し、適正に記録し、申請に応じて証明書を発
行する。

対
象

新庄市に住所を有する者、また、有した者。その関係者若しくは利害関
係人等。

01-020301-0200

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～

説明事業

法令根拠 住民基本台帳法第３条第１項

条例・要綱等 新庄市住民基本台帳ネットワークシステムの管理に関する規程・新庄市住民基本台帳の閲覧に関する要綱

予算・事務事業名 一般会計 ２款３項１目 戸籍住民基本台帳事業費 予算コード

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

行政の効率化を図り、健全で効果的な行財政運営を行う 担当者 井上　美佳

施策名 市民ニーズに応えられる行財政基盤の確立 内線 122

事務事業名 住民基本台帳業務 事務事業コード 621-112-31
総
合
計
画

基本目標 協働による誇りもてるまちづくりを進め、計画を実現します 担当課 市民課

政策名

18,817

H25 H26 H27 H28 H29

5,781

H30 R1

住基関係証明書交付等件数 22,731 21,121 20,366 21,065 20,614 20,522

5,982

住基ネット関係異動処理件数 6,674 6,623 6,399 5,995 5,795 6,241 5,912

住基関係異動処理件数

3,762 3,444 3,469 3,214 2,856

6,2706,922 6,420 6,363 6,150

3,017

計 40,089 37,608 36,597 36,424 35,046 35,891 33,728

国民健康保険異動処理件数

統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

R2

17,353

5,869

5,604

2,766

31,592

2,858

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他 施策体系外事業

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

621-112-31(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

6

2

1

○ ● ○ ○ ●

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

□

□

■ その他 施策体系外事業

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

Ｒ2

12,165

1,682

2,797

16,644

132

戸籍電算システム保守業務委託料 1,980

主な歳出の内訳

事業費の算出根拠（R2）

戸籍電算システムソフチウェア使用料 2,904

戸籍副本データ管理システム保守業務委託料

戸籍電算システム賃借料 4,205

一般財源 4,0042,887 2,955 3,253 4,083 3,273

その他特財

5,6936,460 6,188 5,891 6,240 5,937

43 39 39 36 38

受益者負担
内
　
訳

国庫支出金

県支出金 39

事業費　・・・　① 9,7369,390 9,182 9,183 10,359 9,248

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

民法・戸籍法・関係法令及び準則等に基づき適正な事務処理を行うことができた。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

Ｒ2目標

実績
－

達成率

成
果
指
標

指標名称 ―
年度

活
動
指
標

年度

説明（算式等）

R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

18,997 17,888

Ｈ30 Ｒ1

－
説明（算式等） 達成率

指標名称
戸籍届出取扱事件数及び戸籍関連事務
取扱件数並びに窓口申請取扱件数(件）

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2計画

実績 16,64419,622 18,488 18,489

R2Ｈ27

－
説明（算式等） 達成率

Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 17,27818,193 18,041 17,933 17,747 17,448

その他　（

対
象
指
標

指標名称 本籍数（３月末現在）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

戸籍簿及び関係帳簿を正確・適正に整備する。 実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

（期限の定めの無い事業）

目
的

戸籍は、日本国民の国籍と親族関係を登録公証する唯一の公文書で
あり、戸籍制度は、きわめて重要な機能を果たしている。戸籍に関する
事務は、市町村長がこれを管掌するものである。 事

業
内
容

戸籍法に規定する届出を受理し、適正に記録し、申請に応じて証明書
を発行する。

対
象

新庄市に本籍を有する者、また、有した者。その関係者若しくは利害関
係人等。

01-020301-0200

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～

説明事業

法令根拠 戸籍法第１条第１項

条例・要綱等

予算・事務事業名 一般会計 ２款３項１目 戸籍住民基本台帳事業費 予算コード

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

行政の効率化を図り、健全で効果的な行財政運営を行う 担当者 渡辺　磨利

施策名 市民ニーズに応えられる行財政基盤の確立 内線 121

事務事業名 戸籍業務 事務事業コード 621-113-31
総
合
計
画

基本目標 協働による誇りもてるまちづくりを進め、計画を実現します 担当課 市民課

政策名

年度 H25 H26 H27 H28 H29 H30 Ｒ1

戸籍関係証明書等交付件数 14,479 13,829 14,005 13,304 13,451 14,054 13,109

戸籍届出取扱事件数 2,115 2,012 1,999 1,943 1,836 1,852 1,786

戸籍関連事務取扱件数 3,859 3,788 3,618 3,241 3,202 3,091 2,993

18,997 17,888計 20,453 19,629 19,622 18,488 18,489

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

621-113-31(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

6

2

1

○ ● ○ ○ ●

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

□

□

■

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

その他 施策体系外事業

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

10,898 10,315

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

計 12,681 12,666 11,718 11,302 11,033

1,165 1,161

9,733 9,154印鑑登録証明書 11,498 10,575 10,129 10,251 9,813

印鑑登録 1,168 1,143 1,173 1,189 1,220

年度 H25 H26 H27 H28 H29

事務事業名 印鑑登録証明事務 事務事業コード 621-114-31
総
合
計
画

基本目標 協働による誇りもてるまちづくりを進め、計画を実現します 担当課 市民課

政策名 行政の効率化を図り、健全で効果的な行財政運営を行う 担当者 井上　美佳

施策名 市民ニーズに応えられる行財政基盤の確立 内線 122

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠 昭和４９年２月１日自治振第１０号自治省行政局振興課長通知

条例・要綱等 新庄市印鑑条例、同施行規則・新庄市認可地縁団体印鑑の登録及び証明に関する規則

予算・事務事業名 一般会計 ２款３項１目 戸籍住民基本台帳事業費 予算コード 01-020301-0200

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

印鑑登録証明書は、広く住民の権利、義務の発生や変更等に伴う行為
について必要とされ、利用される。そのため、適正な印鑑登録台帳の整
備と、印鑑登録証明書の発行をおこなう。 事

業
内
容

印鑑登録の届出により登録台帳を整備し、申請に応じて証明書を発行
する。

対
象

新庄市に住所を有する者。

目
指
す

状
態

印鑑登録台帳及び関係帳簿を整備し、登録印影にかかる証明を行う。 実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称 住民基本台帳人口
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 34,52437,407 36,833 36,463 36,028 35,465
－

説明（算式等） 達成率
活
動
指
標

指標名称 印鑑登録事務及び証明書交付(件）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2計画

実績 9,70411,302 11,355 11,033 10,898 10,315
－

説明（算式等） 達成率
成
果
指
標

指標名称 ―
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2目標

実績
－

説明（算式等） 達成率

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

印鑑登録台帳及び関係帳簿を適正に整備し、印鑑登録証明書の発行を行うことができた。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

事業費　・・・　① 592595 562 546 592 592

内
　
訳

国庫支出金

県支出金

受益者負担 3,8794,504 4,574 4,412 4,355 4,125

その他特財

一般財源 -3,287-3,909 -4,012 -3,866 -3,763 -3,533

310

役務費 27

住民基本台帳電算処理業務委託料 230

R2

1,025

8,679

9,704

需用費

事業費の算出根拠（R2）

主な歳出の内訳

H30 R1

(
P
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N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

621-114-31(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

6

2

1

○ ● ○ ○ ●

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

□

□

■ その他 施策体系外事業

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

H30H24 H25 H26 H27 H28 H29

1,907

335 330 292 349 360 324 329

R2

850

347

国庫補助金償還金 203

負担金 3

役務費 187

需用費 278

一般財源 -6,872-6,956 -6,512 -6,116 -5,805 -5,914

主な歳出の内訳

その他特財

受益者負担
内
　
訳

国庫支出金 7,5437,637 7,165 6,839 7,408 6,470

県支出金

事業費　・・・　① 671681 653 723 1,603 556

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

関係法令及び事務処理基準に基づき申請書等を受理し、適正な事務処理を行うことができた。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

Ｒ2目標

実績
－

達成率

成
果
指
標

指標名称 ―
年度

活
動
指
標

年度

説明（算式等）

R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

693 709

77.0% 78.8%

Ｈ30 Ｒ1

900
説明（算式等） 達成率 69.7%127.7% 111.0% 78.8%

指標名称 資格取得届出受理件数（件）
Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2計画

実績 6271,149 999 709

R2Ｈ27

5,100
説明（算式等） 達成率

Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 3,3524,335 3,948 3,661 3,490 3,450

その他　（

対
象
指
標

指標名称 国民年金第１号被保険者数
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

国民年金制度の適正な運営を推進する。 実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

（期限の定めの無い事業）

目
的

国民年金制度は、老齢、障害、死亡に関して必要な給付を行
い、健全な国民生活の維持、向上に寄与すること。

事
業
内
容

資格取得・喪失・種別変更等の届書、保険料免除申請書、裁
定請求書を受理し、審査のうえ日本年金機構に報告。
協力連携事務として、制度周知のための広報掲載や各種年金
相談を実施。

対
象

国民年金第１号被保険者
基礎年金受給者、特別障害給付金受給者

01-030102-0200

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～

説明事業

法令根拠 国民年金法第６条

条例・要綱等

予算・事務事業名 一般会計 ３款１項２目 国民年金事業費 予算コード

施策名 市民ニーズに応えられる行財政基盤の確立 内線 134

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

担当課 市民課

政策名 行政の効率化を図り、健全で効果的な行財政運営を行う 担当者 舟生　智恵

事業費の算出根拠（R2）

事務事業名 国民年金事務 事務事業コード 621-115-31
総
合
計
画

基本目標 協働による誇りもてるまちづくりを進め、計画を実現します

R1

1,289

380

受付・処理件数

免除申請等

裁定請求等

2,670 2,300 2,472 2,711 2,585 2,092

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

621-115-31(R02実績評価)
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